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企業概要

｢ＴＯＹＡＭＡキラリ｣は、富山市の市街地再開発

事業に賛同し、「富山市ガラス美術館」や「富山市立

図書館本館」等の公共施設と当行の本店・本部の

共同入居を実現させた複合ビルです。

当複合ビルの建築設計は、世界的な建築家の

隈研吾氏によるものです。

（THE FIRST BANK OF TOYAMA,LTD.）

「当行本店」〈富山市西町ＴＯＹＡＭＡキラリ〉

１

（2024年3月31日現在）
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証券コード 7184（東証プライム） 2016年3月15日：東証第一部上場

本店所在地 富山県富山市西町5番1号（TOYAMAキラリ）

設立年月日 1944年10月1日 本年2024年は、創立80周年

資本金 101億82百万円

発行済株式総数 64,309,700株

株主数 9,990名

取締役頭取　野村　　充

取締役常務　桑原　幹也

事業内容 預金・貸出・内国為替・外国為替・商品有価証券売買業務等

従業員数（単体） 610名

店舗数 66店（富山56（※）、石川3、新潟3、岐阜2、東京1、大阪1） ※ インターネット支店を含む

外部格付 Ａ（シングルＡフラット）（格付機関：㈱日本格付研究所）

主要勘定期末残高（単体）

　・預金等 1兆3,203億円（※） ※ 譲渡性預金を含む

　・貸出金 9,983億円

　・有価証券 4,906億円

自己資本比率（単体） 11.02%

自己資本比率（連結） 11.10%

富山ファースト・ビジネス㈱ 銀行業務代行

㈱ファーストバンク・キャピタルパートナーズ 投資事業有限責任組合の運営及び管理業務等

富山ファースト・リース㈱ リース業務等

富山ファースト・ディーシー㈱ クレジットカード／信用保証業務等

㈱富山ファイナンス 金銭の貸付業務等

代表者の役職氏名

連結子会社（5社）



沿革・歴史
年 月 当行本店

富山第一銀行現本店

（富山市西町TOYAMAキラリ）

富山第一銀行旧本店

（富山市総曲輪）

富山相互銀行本店

（富山市総曲輪）

当行のあゆみ

1944年10月

1951年10月

1954年10月

1974年01月

1976年03月

1977年02月

1982年10月

1983年01月

1983年04月

1984年12月

1985年11月

1986年06月

1986年10月

1986年11月

1987年03月

1987年06月

1988年02月

1989年02月

1989年06月

富山合同無尽株式会社設立

株式会社富山相互銀行に商号変更

株式会社富山ファイナンス設立

外国通貨の両替商業務開始

外国為替業務開始

全店総合オンライン完成

単位株制度の採用

東京事務所の設置

公共債の窓口販売業務開始

富山ファースト・リース株式会社設立

総合事務センタービル完成

ディーリング業務開始

外国為替コルレス業務開始

新総合オンラインシステム稼働開始

富山ファースト・ディーシー株式会社設立

フルディーリング業務開始

富山ファースト・ビジネス株式会社設立

普通銀行へ転換し、株式会社富山第一

銀行に商号変更

担保附社債信託業務及び金融先物取引

業務開始

年 月 当行のあゆみ

1989年11月

1994年07月

1998年12月

2001年04月

2002年10月

2003年03月

2005年04月

2010年04月

2015年06月

2016年03月

2022年04月

2023年04月

2024年 4月

2024年10月

富山ファースト機販株式会社設立

信託代理店業務開始

投資信託窓口販売業務開始

損害保険窓口販売業務開始

生命保険窓口販売業務開始

株式会社石川銀行から２店舗譲受

証券仲介業務開始

富山ファースト・リース株式会社が富山ファー

スト機販株式会社を吸収合併

本店新築・移転（TOYAMAキラリへ）

東京証券取引所市場第一部に上場

東京証券取引所の市場区分の見直しに

より、東京証券取引所の市場第一部から

プライム市場に移行

株式会社ファーストバンク・キャピタルパート

ナーズ 設立

富山ファースト・リース株式会社、富山ファー

スト・ディーシー株式会社、株式会社富山

ファイナンスを完全子会社化

創立８０周年

２Copyright Ⓒ 2024 FIRST BANK OF TOYAMA, All Rights Reserved.



創立８０周年を迎えるにあたって

３Copyright Ⓒ 2024 FIRST BANK OF TOYAMA, All Rights Reserved.

弊行は、県内３つの無尽会社が統合した富山合同無尽株式会

社として1944年10月に設立され、本年10月１日に創立80周年を

迎えます。県内の企業や個人の方々を中核とするお客さま方の変わ

らぬご支援により、バブル崩壊やその後のデフレ経済、リーマンショッ

ク、東日本大震災、コロナ禍など、幾多の試練を乗り越えてまいりま

した。

近年は、お客さまの課題をともに考え、必要なご支援を行うコンサ

ルティング業務の幅を拡げ、お客さまファーストの金融機関として成長

を認めていただけるようになってきていると実感しております。

今後とも富山第一銀行を宜しくお願いいたします。

当行は、令和6年10月1日に創立80周年を迎えます

スローガン「もっと好きになる」に込めた想い

●富山第一銀行の職員が、働く銀行や自らの業務に誇りを持つ。

（職員が、富山第一銀行を「もっと、好きになる。」）＝エンゲージメント強化

●一人ひとりのモチベーションと自己研鑽意識の向上が、地域やお客さまの

持続的な発展に資する行動の原動力となる。

（職員が、お客さまを「もっと、好きになる。」）

● お客さまからの感謝が、職員の働きがい・やりがい・生きがいに繋がる。

（お客さまが、富山第一銀行と職員を「もっと、好きになる。」）

周年事業を機に、こうした輪を行内外に広げていきたいという想いが込められています。
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２０２４年３月期の業績１.

～ ３期連続の大幅な増益により 最終利益５０億円台へ ～

5



決算サマリー
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1 1

8,474百万円（年率14.4％増）

8,887百万円（年率50.1％増）

5,204百万円（年率26.7％増）

2024年3月期 連結決算の概要

●前年度に続いて大幅な増収増益（ 5,284百万円〔年率25.7％増〕 ）

●経費は物件費を中心に増加も、資金利益が貸出金利息・有価証券利息配当金の

増加を主要因として順調に推移した結果、銀行の本業利益を表すコア業務純益は

３年連続増益となり、過去最高益

●与信関係費用が増加したものの、株式等売却益でカバーし、「経常利益」は

３年連続の増益

●好調なコア業務利益の増加によって、4年連続の増益

（単体決算の概要）

35,252 38,678 3,425

6,326 9,223 2,896

4,203 5,284 1,080

17,770 17,878 108

19,330 21,430 2,099
資金利益 18,100 20,646 2,546
役務取引等利益 1,442 1,444 2
その他業務利益 △ 1,772 △ 4,212 △ 2,439

△ 1,560 △ 3,551 △ 1,990
(△) 11,270 11,735 464

人件費 (△) 5,447 5,540 93
物件費 (△) 5,043 5,283 239
税　金 (△) 779 910 130

6,499 6,143 △ 355

8,060 9,695 1,635

7,411 8,474 1,063
(△) 4 179 174

6,494 5,964 △ 529

△ 572 2,922 3,495

328 5,777 5,449
(△) 840 2,736 1,895

5,921 8,887 2,965

△ 243 △ 310 △ 67

4,106 5,204 1,097

経常利益

特別損益

当期純利益

コア業務純益

(除く 投資信託解約損益)

一般貸倒引当金繰入額

業務純益

臨時損益

うち株式等損益

うち不良債権処理額

業務純益（一般貸倒引当金繰入前）

親会社株主に帰属する当期純利益

単 体（百万円） 2023年3月期 2024年3月期

(除く国債等債券損益)

うち国債等債券損益

経費(除く臨時処理分)

前年比

業務粗利益

連 結（百万円） 2023年3月期 2024年3月期 前年比

経常収益

経常利益
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コア業務純益の状況等1 2

771 

1,231 
1,442 1,444 

0

500

1,000

1,500

2,000

2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期 2024年3月期

8,631 8,310 8,747 9,549

7,488 8,634 9,449
11,10650 64

57

162

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

2021年3月期 2022年3月期2023年3月期 2024年3月期

貸出金利息 有価証券利息 その他

4,449

6,179

8,060

9,695

3,214

4,794

5,921

8,887

2,199

3,375

4,106

5,204

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期 2024年3月期

コア業務純益 経常利益 当期純利益

●貸出金利息は残高増加と利回りの改善により２年連続で増加

●有価証券利息配当金は株式・投資信託の増配等から過去最高水準を更新

●役務取引等利益は、取組みを強化してきた各種コンサルティング業務の成果

が拡大、増加基調が継続

18,254
17,00916,170

＋1,635

コア業務純益

＋2,965

経常利益

＋1,097

当期純利益

役務取引等利益

20,818

＋802

＋104

＋1,656

＋2

資金運用収益

＋2,563
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貸出金の状況1 3

5,640 6,000 6,267 6,561

1,870
1,929

2,187
2,361

1,104
1,127

1,092
1,060

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

2021年3月末2022年3月末2023年3月末 2024年3月末

事業性 個人向け 地公体

8,615

●貸出金残高は事業性・個人とも増加

●事業性貸出金は、省力化設備への底堅いニーズやコロナ禍後の設備投資・

運転資金の拡大、サステナブルファイナンスニーズへの対応により増加

●商品性が好評を得ている住宅ローンも、増加基調を継続

9,058
9,546

2021年
3月末

2022年
3月末

2023年
3月末

2024年
3月末

9,983＋436

＋294

＋174

貸出金残高
3,544 3,793 3,876 4,058

239 272 310 301
1,856 1,934 2,080 2,202

0

2,000

4,000

6,000

8,000

2021年3月末2022年3月末2023年3月末 2024年3月末

中小企業 中堅企業 大企業

5,640 6,000 6,267

2021年
3月末

2022年
3月末

2023年
3月末

2024年
3月末

6,561＋294

＋182

＋121

事業性貸出金残高

1,680 1,750
2,037 2,220

169 151
138

130

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

2021年3月末2022年3月末2023年3月末 2024年3月末

住宅ローン その他ローン

1,850 1,901
2,175

2021年
3月末

2022年
3月末

2023年
3月末

2024年
3月末

2,350

消費者ローン残高

＋175

＋183
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預金、個人預り資産の状況1 4

8,201 8,307 8,345 8,355

3,819 3,818 3,966 4,532

251 278 178
315

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

2021年3月末2022年3月末2023年3月末 2024年3月末

個人 一般法人 公金・金融

640 620 609 611

357 409 398
495

29 24 24

27

0

200

400

600

800

1,000

1,200

2021/3末 2022/3末 2023/3末 2024/3末

年金保険 投資信託 公共債

1,027

●預金は、「個人」・「一般法人」・「公金・金融」の各セグメントで着実に増加

●新NISAを含めた長期の視点による資産形成支援の取組みや、きめ細かなコンサルティング営業の定着により、個人預り資産残高は増加

12,271 12,404 12,490
1,054 1,032

2021年
3月末

2022年
3月末

2023年
3月末

2024年
3月末

2021年
3月末

2022年
3月末

2023年
3月末

2024年
3月末

13,203 1,134

＋10

＋565

＋137

＋713

預金残高 個人預り資産残高

＋102

＋2

＋96

＋2
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有価証券の状況1 5

750 803
363 357

149 113

126 130

437 499
584 670

888 975
1,063

1,401

1,107 1,076
875

1,012

1,345 1,358

1,279

1,334

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

2021/3末 2022/3末 2023/3末 2024/3末

国債 地方債

その他円建債券 株式

外貨建債券 受益証券他

●国内金利、株価等の動向を見極め、有価証券を機動的に入れ替え。ポートフォリオの健全性を高めつつ残高を拡大

●2024年3月末における「その他有価証券評価損益」は639億円と前年末比431億円増加し、過去最高水準を計上

232 223 208

639

0

200

400

600

800

2021/3末 2022/3末 2023/3末 2024/3末
2021年
3月末

2022年
3月末

2023年
3月末

2024年
3月末

4,679 4,827

4,292

4,906

2021年
3月末

2022年
3月末

2023年
3月末

2024年
3月末

＋613

有価証券残高

＋137

＋337

＋85

＋4

＋55
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利回り・利鞘の状況/経費・コアOHRの状況1 6

5,679 5,420 5,447 5,540

5,731
5,605

5,043 5,283

843
845

779
910

73.36

65.77
58.30

54.76

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期 2024年3月期

人件費 物件費 税金 コアOHR

16,170
17,009

18,254

20,818

1.04 0.95 0.95 0.99 

1.69 
1.91 

2.10 

2.68 

0.03 0.01 0.09 0.11 

0.21 0.30 0.42 
0.55 

△ 0.50

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期 2024年3月期

資金運用収益 貸出金利回り 有価証券利回り

預貸金利鞘 総資金利鞘

12,254

●有価証券利回りは、地銀トップクラス

●貸出金利回りは、横這いから上昇基調へ

●物価上昇や賃上げによる人件費の増加により経費は増加するも、コア収益の増加によりコアOHRは改善

※ コアOHR＝経費÷業務粗利益（除く国債等債券損益）

11,870
11,270

11,735

経費全体
資金運用収益

＋0.58pt

＋0.04pt

＋0.13pt

＋0.02pt



229 256 267 294

2.64%
2.81% 2.78% 2.92%

0.00%

1.00%

2.00%

3.00%

0

100

200

300

400

2021年3月末 2022年3月末 2023年3月末 2024年3月末

金融再生法開示債権 開示対象債権比率
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金融再生法開示債権・自己資本比率の状況1 7

●保守的な自己査定により、貸倒リスクには対応済

●事業者支援を強め、開示債権比率の計画的な引下げを図ることが今後の課題。この間、能登半島地震の影響は僅少

7,657

8,060

8,576

9,076

12.25%
11.94%

11.41%
11.10%

12.01%
11.77%

11.29%

11.02%

4.00%

6.00%

8.00%

10.00%

12.00%

14.00%

7,000

8,000

9,000

10,000

2021年3月末 2022年3月末 2023年3月末 2024年3月末

リスクアセット（単） 自己資本比率（連） 自己資本比率（単）

（億円）



今期の業績見通し２.

～ 積極的な含み益の実現により 利益を倍増、
将来に向けた資本基盤を盤石化 ～

13
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将来に向けた資本充実の必要性2 1

改正自己資本比率規制（バーゼルⅢ規制）への対応

バーゼルⅢ最終化を

完全適用した場合

（＊1）バーゼル規制とは、バーゼル銀行監督委員会が公表している、国
際的に活動する銀行の自己資本比率等に関する国際統一基準。
バーゼルⅢは、世界的な金融危機の再発を防ぎ、国際金融システ
ムの耐性を高めることを目的として策定。2025年３月から2030年
３月末まで段階的に適用され対応が求められる。

●改正自己資本比率規制（バーゼルⅢ）を完全適用した場合（＊1）、当行の自己資本比率は今後9％弱まで大きく低下するため、

重要課題への対応として、2025年3月期は自己資本を積極的に積み増す

9％弱 9％台後半へ

将来に向け資本の

充実化を前倒し

余裕のある自己資本をベースに

積極的なリスクテイクを行い、

収益力（ROE）を拡大

自己資本比率

10％程度を

目線とする

最適な
資本水準

10％

・追加の株主還元

・リスクアセットの拡大・利活用

・更なる成長投資

余裕のある自己資本運営

・成長投資

・機動的な自己株買い

株主還元

成長投資

健全性

スタンス 戦 略
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2025年3月期の業績予想2 2

経常利益 6,326 9,223 17,800

親会社に帰属する当期純利益 4,203 5,284 12,000

１株当たり当期純利益 65円40銭 83円03銭 188円55銭

2025年3月期

予想

2024年3月期

実績

2023年3月期

実績
（金額単位：百万円）

（金額単位：百万円）

4,794
5,921

8,887

17,000

3,375
4,106

5,204

11,500

0

5,000

10,000

15,000

20,000

2022年3月期 2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期

経常利益 当期純利益

＋8,113

経常利益

＋6,296

当期純利益

経常利益 5,921 8,887 17,000

当期純利益 4,106 5,204 11,500

１株当たり当期純利益 63円89銭 81円78銭 180円69銭

2023年3月期

実績

2024年3月期

実績

2025年3月期

予想

（予想）

●2025年３月期の業績予想は、600億円を超える水準となった有価証券評価益の一部を実現益として計上し、2024年３月期対比

２倍超の連結利益120億円を予定
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バーゼルⅢ最終化を見据えた対応2 3

800

1,000

1,200

1,400

11,146
11,400

12,800

9％台後半

4.00%

6.00%

8.00%

10.00%

12.00%

10,000

11,000

12,000

13,000

2024年３月末 2025年３月末 2030年３月末

バーゼルⅢを見据えた自己資本比率（単）

9％弱

10％程度

●銀行に求められる高い健全性、追加的な

リスクテイク余力を有した資本運営を堅持

するための最適な資本水準として、

自己資本比率10％程度を目線として、

今後も資本運営を継続

●2030年３月までにリスクアセットは12,800億円

（1,654億円増加）へ拡大を想定

●一方で、バーゼルⅢ完全実施を見据え、自己資本

比率10％を維持するために1,290億円（290億円

の積み増し）へと積み増しする必要がある

●今回自己資本に積み増しするための原資については、

有価証券売却益の一部を充当する

●2025年度以降は株主への総還元性向を高めつつ、

安定的に内部留保を積み上げることで、自己資本

比率10％を維持
リスクアセットの増加額 自己資本の増加額 バーゼルⅢを見据えた自己資本比率の増加率

+1,654億円 +290億円 +1.06％

10％

1年間 5年間

1,000

1,290

1,100

当行が目指す余裕ある自己資本比率10％自己資本

（億円）

リスクアセット（単）
（億円）



剰余金処分３.

～ 資本積み増しを優先しつつも、大幅な増配により、
株主還元に配慮 ～

17



剰余金処分3
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/

5円 5円
8円

12円

15円
7円 7円

12円

13円

15円

0

5

10

15

20

25

30

2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期

中間配当 期末配当

20円

25円

年間配当額

配当実績と予想

［予定］

今期の特例

30円

●2024年3月期の期末配当は好調な決算内容を受け、増配の予定。年間を通して５円の増配となる見込み（配当性向30％）

●2025年3月期の年間配当額は、３円の80周年記念配当を含む30円を想定（2024年3月期対比 更に５円の増配）、残余を全額

内部留保し自己資本を積み増す

［予想］

12円 12円

 2025年３月期の年間配当額は、３円の80周年記念配当を

含む30円を想定

 バーゼルⅢ完全実施後への対応として、配当後の残余は

全額自己資本へ積み増す

 2026年3月期以降については、総還元性向の引上げを含めた

株主還元の強化が可能

うち80周年

記念配当

３円を含む



資本政策、PBRの向上に向けて４.

～ 長期の視点から 幅広いステークホルダーの
共通の利益を追求 ～

19



300

400

500

600

700

800

900

1,000

1,100

1,200

900

1,200

1,500

1,800
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（株価指数）
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株価の推移4 1

当行株価・TOPIXの推移（2022.3.31～2024.5.31） 出所：QUICK（一部当行にて加工）

日経平均株価

4万円台

（2024/3/4）

自己株式取得

の開示

（2023/4/28）
SVBの破綻

（2023/3/10）

自己株式の取得期間
（2023/5/11～2023/11/29）

上場来最高値

1,195円

（2024/5/15）
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株主構成4 2

出所：QUICK（一部当行にて加工）

●内円 ・・・ 2021年3月期末

●外円 ・・・ 2024年3月期末

富山県51.74%

東京都

32.98%

石川県

1.92%

福井県

2.80%

新潟県

1.34% その他

9.22%

富山県

54.67%東京都

30.03%

石川県

3.77%

福井県

2.69%

新潟県

1.42%

その他

7.42%

11.62% 11.79% 11.73% 11.56% 8.26%
14.08% 14.73%

21.73% 20.03% 19.20% 16.83%
14.77%

15.46% 15.49%

1.36% 1.63% 1.47%
1.22%

3.13%
2.32% 2.95%

25.89% 25.70% 27.19%
25.61%

26.73%

27.85% 27.54%

1.43% 1.65% 2.20%
2.25% 2.27%

2.51% 2.60%

36.90% 38.19% 37.20%
37.45% 39.94%

36.83% 35.25%

1.07% 1.01% 1.01% 5.08% 4.90%
0.95% 1.44%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

金融機関信託銀行 金融機関(信託銀行を除く) 金融商品取引業者

一般法人 外国法人等 個人等

自己名義株式
株主数ベースでは

9割強が個人株主

2022年9月以降、

個人株主が

約2千人増加

地元個人株主中心

の株主構成が大きく

崩れ、つれて株価の

変動幅が拡大

地元個人・法人株主の比率を上げ、

業績の向上、積極的な株主還元に

より、地域の好循環に寄与

地方銀行として地域の

好循環への役割を果たす
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企業価値向上に向けた取組み4 3

●金融緩和の長期化等、金融業界を取り巻く環境は厳しさを増す中にあって、当行は収益・コスト構造の改善に向け

取組んできた結果、ROEは近年反転、改善傾向にある

●もっとも、当行の株主資本コストとの比較では、ROEは未だ低位にあり、PBRは１倍を下回る状態にある

PBR ROE PER= ×

×

PBRの考え方

広義の株主資本コスト

ROE ≧株主資本コスト の場合、PBR１倍以上

CAPMによる

当行算定値

 当行の資本コストはCAPMや株式益利回りを勘案し

7％程度と推計

PBR・ROE・PERの関係性

= ROE
１

資本コストの推計

株主資本コストの現状認識

株主資本コスト ７％程度

現状分析

～現状分析～

長期ビジョン

１st STAGE

資本コストや株価を意識した経営の
実現に向けた取組み強化0.38倍 0.35倍

0.25倍

0.22倍
0.19倍 0.19倍

0.33倍

0.42倍

6.93%

6.30%

4.03%

2.41%

2.44%

3.66%

4.33%

5.34% 6.00%

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

6.00

7.00

8.00

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

2017/3 2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2028/3

PBR 株主資本ROE
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4 3

安定的な経営基盤の確立
10年後を見据えた成長分野への積極的な投資

株主・投資家との対話に
おける質・量の充実

サステナビリティ
経営の高度化

アセットアロケーション
の最適化

ROE向上

株主資本
コスト
引下げ

市場評価を高める
IR活動の充実

収益性の向上

最適な資本水準
の実現

トップラインの向上

コストコントロール

資本の最適配分

株主還元

店舗再配置による経営資源最適化とDX化による業務効率化
与信管理費用の適正化

ROEを意識した事業運営の定着
一方で地域の発展に寄与する低収益な取組みも地銀の役割
収益性と健全性のバランス最適化

地域金融機関としてリスクテイク余力のある必要資本の確保
グループ一体運営を含めた資本収益性重視の事業展開

株主還元方針への明確な取組み
安定的な配当、機動的な自己株式取得の継続

人的資本経営実現に向けた人材戦略の強化
気候変動への対応・脱炭素戦略の取組み

決算説明会等の充実と株主への積極的な情報発信の継続
株主・投資家との対話と経営への反映

成長期待醸成
事業リスク軽減

非財務戦略への

取組み・開示の充実

PBRの改善
(企業価値の向上)

 経営資源の適切な配分を実現し、継続的に資本コストを上回る資本収益性の達成を目指す

 「最適な資本水準」「成長投資」「株主還元」のバランスを考慮しつつ、株主資本ＲＯＥは2027年度には長期ビ

ジョンの取組みを通じて6％を目指す。合わせて非財務面の取組みと情報開示を進め、企業価値向上を目指す

 地方銀行として、地元を中心とした株主の増加を目指し、地域のお客さまとともに発展していく

引き続き地方銀行として地元を中心にリスクアセットは拡大。それに必要な資本基盤は十分に確保

将来的には地方銀行上位クラスのＰＢＲの達成を目指す。地方銀行として、地域での好循環に貢献

地域での好循環
に貢献

 当行は地方銀行として、この地域のお客さまへの預貸業務やコンサルティング業務などを通して、共に業績の向上を目指す

 北陸3県で個人株主の4割強を占める地元中心の株主構成。当行株式を長期安定的に保有していただける地元株主の拡大を図る

業績の向上、積極的な株主還元により、地方銀行として地域の好循環への役割を果たす

PBR向上

に向けて

リスクアセットの積上げ、コアビジネスの強化
コンサルティング機能の深化による役務収益拡大

企業価値向上に向けた取組み～取組み～
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4 3

①地域における貸出ビジネスの拡大は地域金融機関の役割そのものであり、リスクアセットを積上げ、アセット収益を拡大する

②強みである有価証券を中心に、収益性とバーゼルⅢの最終型を考慮し、アセットアロケーションの最適化を図る

③人材面の層と厚みの向上によって、徹底的にコンサルティングサービスの提供に注力し、フィービジネスを拡大していく

④ グループ会社の100％子会社化を起点に、子会社との連携方法を根本から見直し、グループ総合力の向上を図る

成長投資
人材投資・DX投資・店舗投資

アセット収益の拡大

有価証券運用の

アセットアロケーション

最適化

グループ会社の

総合力向上
フィービジネスの深化

・地域での積極的なリスクテイク

・収益性を意識しﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵを

機動的に組替え

・グループ一体での営業推進

態勢の再構築と業務効率化

・業務範囲の拡大と深化

・人材面の層と厚みの向上に

よってコンサルティングサービス

のさらなる強化

１

４

２

３

・バーゼルⅢの最終化を見据えた

アセットアロケーションの最適化

・リスク管理とあわせたﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵの健全化

企業価値向上＝ファーストバンク・グループ全体の収益力強化

企業価値向上に向けた取組み
～取組み～
（収益強化）
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4 3

企業価値の向上

一番身近な
金融ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ
総合的な利便性
の向上を実現

地域経済の持続的な
成長への支援

全てのステークホルダーの利益のために

■お客さまファーストの実践を通じて企業価値を高め、

「お客さま」「地域」「株主」「役職員」の満足度を高める。

お客さま

地 域株 主

役職員

人的資本経営

働きがい・やりがい・
生きがいを感じられる

PBR向上への取組み 経済価値の向上

社会価値の提供

①銀行に求められる高い健全性、追加的なリスクテイク余力を残した資本運営の堅持

②余剰資金は株主還元し、上場企業に求められる株主資本コストを意識した収益性

の向上とのバランスに配慮

③資本収益性を意識した事業運営と成長投資により利益の向上を図り、2027年度

にはROE6％（株主資本ベース）を目指す

自己資本比率

23/3月期
11.27％

28/3月期
10％程度

事業の選択と集中を含め、
10年後を見据え、弛まなく
成長投資の種を植える

店舗投資 人材投資 DX投資

グループ総合力の向上に向けた取組

明確な株主還元方針に
基づき積極的に株主還元

地域銀行として企業価値の
向上と地域の好循環を

生み出し地域の発展に貢献

最適な
資本水準の

実現

成長投資 株主還元

資本運営の基本方針

全てのステークホルダーの利益のために

3つのバランスを意識

持続的な成長や事業ポート
フォリオの見直し・向上を
目指す

（バーセルⅢ最終化適用時）

企業価値向上に向けた取組み ～取組み～
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4 3

保有の妥当性が認められないと判断する銘柄は

順次、縮減方針

■上場株式については、取引先との「取引関係の維持・拡大効果」

のほか、「双方の継続的・中長期的な企業価値の維持・向上」、

「それらを通じた地域経済への貢献」や「収益性等を総合的に

勘案」し、保有の妥当性を検証

保有基準を明確化

政策保有株式について～2024年３月に方針を明確化～

１

■政策保有株式及び純投資における保有区分を明確に区分け。保有基準に整合性が認められないと判断する銘柄は

順次、縮減方針

政策保有株式と純投資株式を明確化２

改めて保有基準の見直しに伴い、今後政策保有株式として取り

扱うべきと判断した銘柄は、純投資から政策保有株式へ保有区

分へ移行。将来に向けて区分を明確化

保有区分の明確化後も政策保有株式は純資産の10％以内

【2024/3末】 6.16％（17銘柄）

保有株式について適切に議決権を行使３

保有先の経営方針やガバナンスの状況、財務状況など重要議

案にかかる判断基準に従い、議案毎に賛否を決議

発行体の企業価値等に大きな影響を及ぼし得る議案について

は、必要に応じ対話を通じて賛否を決議

政策保有株式に加え、純投資株式を含む保有株式全銘柄に

ついて、適切に議決権を行使

当行の
方針

当行の
方針

当行の
方針

企業価値向上に向けた取組み
～取組み～

（政策保有株式）



主要施策の取組み５.

～ グループ戦略の強化、人材投資により、
長期ビジョンの後半に向けた体制整備にも取組み ～

27



115,140 116,039 114,896 

110,646 
110,217 107,334 

9月 3月 9月 3月 9月 3月 3月

2021年度 2022年度 2023年度 2024年

度計画
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ボリュームの拡大〔事業性・公金〕5 1

県内及び隣接県を商圏とした法人向け

382,904 

397,002 

403,940 

409,866 416,582 
426,240 

9月 3月 9月 3月 9月 3月 3月

2021年度 2022年度 2023年度 2024年

度計画

441,000

（百万円）

🔴 中小企業・中堅企業とも、原材料高騰、円

安、人件費高騰の影響で運転資金需要が

増加。主に短期資金での調達が拡大

🔴 設備投資は省力化・合理化投資を中心に

増加傾向

地方公共団体向け

🔴 県債の発行減等の影響により残高減少

🔴 新発債および借換債への対応を継続

🔴 引き続き県内地公体との連携強化を図り、

地方創生に資する活動に繋げる

（百万円）

東京・大阪を商圏とした法人向け

98,000

（百万円）

195,191 199,775 209,591 215,448 222,594 228,658 

9月 3月 9月 3月 9月 3月 3月

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

計画

● 大都市の強い需要と高い収益性を確保

● 金利の先高観を背景に、高格付上場企業

における資金調達ニーズが高まり残高増加

● 効率的なリスクアセットの積上げとリスク

リターンのバランスに留意した運用により、

残高増加する見込み

233,757
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ボリュームの拡大〔個人〕5 1

186,928 

192,999 

205,608 

218,726 

228,317 

236,147 

9月 3月 9月 3月 9月 3月 3月

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

計画

個人向けローン

246,500

🔴 住宅ローンを中心に増加基調を維持

うち 住宅ローン うち 消費者ローン

14,656 
13,721 

12,960 
12,363 11,981 11,691 

9月 3月 9月 3月 9月 3月 3月

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

計画

（百万円） （百万円）

（百万円）

🔴 住宅着工戸数が減少傾向にある中においても、

ローンアドバイザーと地場大手・中堅ハウスメー

カーとの連携・関係構築により住宅ローンは

伸長

🔴 個人消費の回復により残高の減少は緩やか

に

🔴 今後当行独自のWeb完結システム稼働により

非対面チャネルでの取込みを図る

169,454 
176,596 

189,990 

203,758 
213,787 

222,066 

9月 3月 9月 3月 9月 3月 3月

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

計画

233,005

11,315
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法人部門5 2

●お客さまの多種多様な経営課題に対し、各ビジネスステージに応じた最適なコンサルティングによって課題解決を実現

ファーストバンク・コンサルティングによる
最適な事業者支援を実施します

法人事業部
コンサルティングチーム

各店舗の営業担当者

創業 成熟成長 変革

収益改善 原価管理戦略構築新事業 生産性向上

業務効率化ＤＸ 人材育成設備投資 脱炭素

お取引先企業の経営課題は多様

ファーストバンク・
グループ

ビジネスマッチング

M&A

グループ会社との連携

法人資産運用

専門家紹介 販路・仕入・外注先

ファイナンス 事業者支援メニュー

コンサルティング業務

経営計画策定支援 伴走支援

補助金申請支援

SDGs取組支援

事業承継支援

人材紹介

資金繰り支援
サステナブル
ファイナンス

伴走支援

強化していく業務

人材紹介業務

 取引先企業からのニーズが高い人材
育成分野において、当行が人材育成
のための研修体系を構築

 お客さまの求める人材を網羅した、
求職・求人のスムーズなマッチング
により、企業成長を一助する

2024年4月～体制強化

経営計画策定支援

 企業分析にて経営課題を抽出し、解決

に向けたアクションプランを定めた経営

計画を策定

 抽出された経営課題解決に向けて、

オーダーメード型にて支援を行う

 伴走支援を継続していく中にて、新た

な課題にも対応



31Copyright Ⓒ 2024 FIRST BANK OF TOYAMA, All Rights Reserved.

リテール部門5 3

●お客さま本位の業務運営に関する基本方針「職員は個を磨き、専門性の高いスキルを身につけ、最適な金融サービスを提供し、お客さまの

最善の利益を図ることにより、お客さまと共存・発展できる銀行グループであり続ける」ために、より具体的な取組みを実践

●取引先企業の従業員様向けセミナーの開催等に注力した結果、NISA口座数は16,259先（前期比＋3,734先、＋29.8％）へ増加

ゴール設定 実現シナリオ
の設定

実行手段の
選択・実行

継続的な
レビュー

お客さまが人生で
実現したい目標を定める

ゴール実現への
道筋を提案

金融商品の選択
ローン商品の選択

ゴール進捗の監視、
追加、修正含め
目標の実現まで伴走

お客さまニーズの
可視化
具体的な目標の共有

『お客さま本位の
業務運営』の実践

（１）ゴールベースアプローチの実践

（２）総資産コンサルティングの実践

（３）コンタクトルールの取組みの徹底

（４）顧客利便性の向上

（５）顧客向けセミナーの充実

ゴールベースアプローチの実践

 お客さまと長期的に関係を築くことを目指し、お客さまとゴールを共有し、

ご提案からアフターフォローまで一貫してサポート

42,601 
44,793 

42,714 43,073 
45,401 

53,618 

7,168 7,625 7,378 7,824 8,782 
11,679 

11,051 
11,559 

11,992 
12,525 

13,320 

16,259 

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

2021年9月 2022年3月 2022年9月 2023年3月 2023年9月 2024年3月

（百万円） （先）

投資信託純資産残高・NISA残高・NISA口座数

投資信託純資産残高 NISA残高（右軸） NISA口座数（右軸）
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有価証券運用5 4

●有価証券利回りは安定して２％近辺で推移しており、地銀・第二地銀上位クラスを堅持

●ネガティブイベントの影響で評価損益マイナスの時期はあるものの、多くの期間で評価損益プラスを確保

２０２４年３月期は過去最高に

主なイベント

🔴 2008年9月

リーマンショック

🔴 2011年3月

東日本大震災

🔴 2012年12月

第二次安倍内閣発足

（アベノミクス開始）

🔴 2016年1月

日銀マイナス金利政策

🔴2016年11月

米トランプ大統領当選

🔴 2020年3月

コロナショック

🔴 2024年3月

日銀マイナス金利政策解除

2.33
2.18

2.06 2.05 2.09
1.97 1.97

2.06 2.11 2.01

1.90 1.97 2.00

1.69

1.91

2.10

2.68

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

▲ 200.0

▲ 100.0

0.0

100.0

200.0

300.0

400.0

500.0

600.0

700.0

2008年3月 2009年3月 2010年3月 2011年3月 2012年3月 2013年3月 2014年3月 2015年3月 2016年3月 2017年3月 2018年3月 2019年3月 2020年3月 2021年3月 2022年3月 2023年3月 2024年3月

「その他保有有価証券評価損益」および「有価証券利回り」推移

債券評価損益 株式 〃 その他 〃 有価証券利回り（右軸）
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チャネル戦略5 5

●店舗への来店客数は減少しているが、非対面接点の強化により銀行全体の来店客数（Web・アプリ等含むアクセス累計）は順調に増加

●Web完結ローンのシステム刷新による取扱対象範囲の拡大（顧客利便性の向上）とユーザーにとってわかりやすいラインナップへの変更

●今後はホームページのリニューアルやモバイルツールを活用した行内DX・ペーパーレス化を推進

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

3,500,000

2021年9月 2022年3月 2022年9月 2023年3月 2023年9月 2024年3月

来店客数 コンビニATM プロパーATM アプリ P-Web ホームページ

(25％)

(16％)

(13％)

(28％)

(人)

(9％)

(9％)

(26％)

(17％)

(22％)

(16％)

(13％)

(6％)

アクセス累計

327万人アクセス累計

258万人

94％

6％

● Web完結ローンへの対応

・2024年3月

教育ローン・フリーローン

・2024年6月

オートローン・カードローン等

● UI・UXの向上を目的とした

ホームページのリニューアル

● モバイルツールを活用した行内DX・

ペーパーレス化・対面サポートツールの

拡充

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

500,000

1,500,000

2,500,000

3,500,000

ATM全取引 ATM出金 スマホ決済（右軸）

（ATM件数） （スマホ決済）
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チャネル戦略5 5

●インターネット支店の顧客数についても順調に増加。全店におけるインターネット支店の口座開設数の割合は12％台まで上昇

●Xでは全国でフォロワーを獲得。 地銀上位ランキングのブランド力を活かした新サービスを開発⇒事業先向けの経営支援（認知拡大・売上

向上）を目的とした「SNS広告サービス（Ｘ）」

1,324 
1,501 

1,769 

2,255 

2,736 

3,198 

3,683 

4,139 

銀行名 Xフォロワー数

1 ローソン銀行 486,182

2 三井住友銀行 284,132

3 セブン銀行 151,294

4 りそなグループアプリ 127,594

5 みずほ銀行 125,318

6 三菱UFJ銀行 119,990

7 西日本シティ銀行 96,414

8 富山第一銀行 92,383

9 みんなの銀行 78,541

10 auじぶん銀行 63,044

17,046 

27,855 

39,592 

38,855 

49,408 

66,483 

90,737 

295 314 325 344 351 362 378 

628
714

963

1308

1410 1521

1731

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

2020年9月 2021年3月 2021年9月 2022年3月 2022年9月 2023年3月 2024年3月

Facebook

LINE

2024/4/17現在（当行調べ）

Xフォロワー数ランキング（銀行）
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グループ総合力の発揮に向けて5 6

●2024年4月に当行の連結子会社3社の完全子会社化を実施

●営業面の連携によるシナジー効果、業務の効率化、効率的な資本アロケーション等により、当行グループの総合力の高め、企業価値

向上の実現に繋げる

富山ファースト・ビジネス

銀行業務代行

ファーストバンク･

キャピタルパートナーズ
投資事業有限責任組合
の運営及び管理業務等

富山ファースト･リース

リース業務等

富山ファースト･ディーシー
クレジットカード

信用保証業務等

富山ファイナンス

金銭の貸付業務等

企業価値向上

お客さま

総合金融サービスグループとして

お客さまの課題を解決

グループ総合力の向上

完全子会社との
シナジー効果追求

当行グループの
持続的な業績の向上

更なる成長

ファーストバンク
グループ

完全子会社化

完全子会社化 完全子会社化
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サステナビリティ面の取組み5 7

●2022年５月に公表した「サステナビリティ方針」に基づき、持続可能な社会・環境の実現に向けた施策を展開

●総合金融サービスグループとして各ステークホルダーの期待に応え、中長期的な企業価値の向上に努める

【お客さま】
お客さまのSDGsや脱炭素等、サステナビリティ経営の取り組み支援
☞ SDGs宣言策定支援
☞ サステナブルファイナンスの支援 など

【気候変動】
CO₂排出量削減に向けた取り組み
☞ 2023年度実績 2013年度比▲42.8％
（目標：2030年度 同比▲50.0％削減）

【リスクの定量的分析】
移行リスク・物理的リスクの計量化と、それを用いた取引先との
対話を開始

【人的資本への投資】
長期ビジョン「ファーストバンクVISION10」との連動
☞「ファーストバンクVISON10」のバリューアップ戦略に基づき、

銀行と職員が『4つのバリュー』を共有
☞ 銀行と職員のコミュニケーション手段・深度の充実
☞ 強固なエンゲージメントの構築

サステナビリティの取り組み実績 年度毎のCO₂排出量の推移（単位：ｔ）

① LED等の省エネ設備への切替、店舗運営の効率化
②太陽光・自然再生エネルギー導入への取組み
③お客さまの脱炭素に向けた中長期的な取組みに寄り添った

対応を進める

今後の課題認識



2024/3期2023/3期

あなたは現在、当行での「働き方」に満足していますか。

大いに満足＋まあまあ満足 大いに満足＋まあまあ満足

どちらともいえない どちらともいえない

不満＋かなり不満 不満＋かなり不満

24.2％ 21.3％

69.7％ 73.7％

6.1％ 5.0％

2023/3期 2024/3期

あなたの能力や実績は正しく評価されていると思いますか。

とても思う＋概ね思うとても思う＋概ね思う

どちらともいえないどちらともいえない

あまり思わない＋思わないあまり思わない＋思わない

79.0％

17.8％

3.2％3.7％

73.7％

22.6％

136回

223回

602時間

1,329時間

1時間04分

2時間13分

階層別行内研修実績（2023/3期－2024/3期）

開催回数 延べ時間 一人あたり時間

2024/3期2023/3期

2023年度の実績

●積極的に階層別の行内研修を実施し、人材育成に取り組む

●自己啓発支援として、資格取得支援講座を新しく実施

（全額銀行負担）

対象：中小企業診断士、FP1級、ITパスポート、財務・税務・法務2級

2024年度の予定

●創立80周年記念事業として「マイスターチャレンジ80」を実施

期 間： 2024年4月～2025年3月

目 的：銀行員としての成長、地域・家族の一員としての人間力向上

概 要： 4つのバリュー関連項目へのチャレンジ度合いにポイントを設定

し、全職員の累計80ポイント獲得を目指す

項 目： 検定試験、公的資格、通信教育、地域貢献活動、地域プロスポーツ観戦、

地元美術館鑑賞、健康増進、男性の育休取得、目的別休暇取得等
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人材育成とエンゲージメント強化5 8

人材育成方針

 「学び続ける人材の育成・支援」・「自己成長によるやりがい創出」

 人材育成手法を「OJT・行内研修・行外研修・自己啓発支援の

４つに区分けし、職員・年代等の層別カリキュラムを構築

社内環境整備方針

 多様な人材が活躍できる明るく働きやすい企業へ

→ キャリア構築支援、女性活躍、積極的な経験者採用、

アルムナイネットワーク拡大

 職員ニーズの実態把握へ 「働き方に関する意識調査」の継続実施
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ガバナンスの改善に向けて5 9

企業価値の向上

に向けたガバナンス

の改善・強化

取締役会の

機能向上

積極的な

ＩＲ説明会

の実施

政策保有株の
保有基準明確化

適切な議決権行使

資本コストと株価

を意識した企業

価値向上への取組み

指名報酬委員会

の活性化

取締役会の

機能向上

指名報酬委員会
の活性化

積極的な
ＩＲ説明会
の実施

資本コストと株価

を意識した企業

価値向上への取組み

政策保有株の

保有基準明確化

適切な議決権行使

●アンケート結果を踏まえたPDCAの実践に
よる実効性の向上

●取締役間での問題意識の共有、リテラシー
の底上げ

●委員会を頻繁に開催し、後継者計画、役員
報酬等について、積極的な議論を展開

●指名報酬委員会手続きの客観性・適切性・
透明性を確保するため、毎年度頭取（CEO）
の業績評価も実施

●機関投資家・アナリスト向け、個人投資
家向けIR説明会を積極的に実施（年間300回（先））

●株主との対話内容は、経営会議・取締役
会の審議の参考に

●7％程度の当行資本コストを、資本収益性の
当面の目標値として運営

●気候関連への対応や人的資本投資により、
成長期待を醸成

●保有基準を明確化し、今後政策保有株として
取扱うべきと判断した銘柄は、純投資から
政策保有へと移行

●政策保有株式に加え、純投資株式を含む保有
株式全銘柄について適切に議決権を行使



長期ビジョンとの関係６.

～ ファーストステージの目標達成に向けて視界良好 ～

39

～ 今後とも柔軟に戦略を見直しながら、“目指す姿”の
早期達成に向けて取組みを進めていく ～
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長期ビジョン「ファーストバンクVISION１０」6

コアビジネスの強化

コンサルティング
機能の深化

お客さまファーストの実践 責任ある企業活動の実践

現在の姿

Next STAGE

将来の姿現在の姿 バックキャスティング

グループ金融
総合サービスの構築

（既存預貸ビジネス・有価証券運用の強みを発揮⇒新たなビジネスモデル・成長投資へ）

お
客
さ
ま
満
足
度

１st STAGE（変革期）
2023年4月～2028年3月 2028年4月～2033年3月

２nd STAGE（発展期）
NEXT STAGE

①金融プロフェッショナルとしての価値の提供

②対面・非対面チャネルのベストミックス

③人財ポートフォリオの最適化・エンゲージメント強化

④サステナブル経営・地域貢献

⑤企業ガバナンスの一層の向上

５つの柱

バリューアップ戦略 10年後の目指す姿

「お客さまファーストの銀行」

資産規模

利益水準

人 財

チャネル

資本運営

２兆円
(現状の1.5倍)

最終利益

８０億円以上

(現状の２倍)

質量双方の強化
エンゲージメント向上

対面と同様の非対面
サービスの提供

戦略的な店舗展開

地銀上位クラスの
PBR

サービスの質
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長期ビジョン「ファーストバンクVISION１０」6

(システム投資含む)

当
期
純
利
益

41億円

2023年3月期

60億円

2028年3月期

コアビジネスの成長
コンサルティング機能の深化

預貸利益

＋20億円

人件費
物件費

17億円

有価証券
運用

役務利益

＋10億円 その他

4億円

利益にプラスの項目

利益にマイナスの項目

当
期
純
利
益

※計数は５年間の累計額

 預貸利益
 貸出金利息はボリュームの増加と利回りの改善により、

大幅に増加。計画１年目で目標比40％（+8億円）まで到達

 役務利益
 役務取引等利益はコンサルティング手数料等の増加により

増収も、支払手数料等費用の増加もあり微増

 有価証券運用
 有価証券利息配当金は、保有する株式の増配や為替要因による

米国債の利息増加に伴い大幅に増加（過去最高水準）
 計画１年目で目標比145％（+16億円）達成

 人件費・物件費
 成長投資として、人件費は賃上げ等、物件費はシステム投資等に

それぞれ振り向けた結果、経費全体では8年ぶりに増加も、
計画とおりのペースで推移当

期
純
利
益

52億円

2024年3月期

利益成長イメージと2024年3月期の実績

＋8億円

＋2百万円

＋16億円
▲4.6億円

･･･2024年3月期の実績

1st STAGE 計数目標 2024/3期 5年後

当期純利益 52億円 60億円程度

株主資本ベースROE 5.34％ ６％

コアOHR 54.76％ 60％未満

自己資本比率 11.02％ 10％

（単体）

＋11億円
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